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①大判昭和 13年 12月 24日民集 17巻 2533頁 親子関係確認請求事件
要旨 1． 協議離婚をした後 2日で分娩した子は、1年以内に嫡出子否認の訴えを起さ
ない限り、嫡出子であることを否認することはできない。




③最判昭和 41年 2月 15日民集 20巻 2号 202頁 嫡出推定上告事件
事実関係 Xの母 A女は、昭和 10年 3月 26日に B男と結婚式を挙げて内縁関係に入
り、同年 4月 20日過ぎから同棲生活を始め、同年 7月 5日に婚姻届を提出
した。Xは同年 11月 26日に出生したが、出生届は昭和 11年 3月 23日に、
Aと Bの協議離婚届と同時に出されている。








判決理由 民法 772条 2項にいう『婚姻成立の日』とは、婚姻届の日と指称すると解す
るのが相当であるから、Aと Bの婚姻届出の日から 200日以内に出生した X
は、同条より Bの推定を受けるものではなく、たとえ Xの出生の日が、A
と Bの挙式あるいは同棲開始の時から 200日以降であっても、同条の類推適
用はないものというべきである（大審院民事連合部判決昭和 15年 1月 23日




④最判昭和 44年 5月 29日民集 23巻 6号 1064頁 認知請求上告事件









判決理由 被上告人らの母 Aは、昭和 21年訴外 Bと結婚したが、同 24年 4月頃 Bと
事実上の離婚をして別居し、爾来同人とは全く交渉を絶ち同 26年 10月 2日
正式に離婚したのであるが、それに先だつ同 25年 9月頃から同 3月頃まで
の間上告人 Cと肉体関係を持続し、その間、同 27年 3月 28日被上告人 D
を、同 31年 1月 31日被上告人 Eを各分娩し、同人らを自己の嫡出でない子
として出生届をしたというのである。右事実関係のもとにおいては、被上告









－１８－ 福岡経大論集 第３８巻 第２号











⑦最判平成 10年 8月 31日家月報 51巻 4号 75頁 出征と親子関係不存在


















1被上告人 Bと訴外 Cは、平成 3年 2月 2日、婚姻の届出をした。
2 Cは、平成 3年 9月 2日上告人 Aを出産した。被上告人 Bは同月 11日、
Aの出生の届出をし、Aは戸籍上は Bと Cとの嫡出子として記載されてい
る。
3 Bと Cは、平成 6年 6月 20日上告人の親権者を Cと定めて協議離婚した。






























（オ）第 1184号同 44年 5月 29日第一小法廷判決・民集 23巻 6号 1064頁、









－２０－ 福岡経大論集 第３８巻 第２号
